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 震度予測を合理的に行なうためには, 地震動の構成要素である震源特性 ・伝播経路特性 ・サイ ト特性が

震度に与える影響を把握する必要がある. そ こで本研究では, サイト増幅スペクトルに基づく震度の増加

量を推定する手法の開発を目的に, 数値解析的検討, 観測記録を用いた経験的検討およびアンケー ト震度

調査結果に基づく検討を行った. これらの検討結果を踏まえ総合的に判断した結果, サイ ト増幅スペクト

ルの0.4～7.5Hzの 範囲の平均値と震度増加量の相関が良いことが明らかとなった. さ らに, この結果に基

づいて, この平均値から震度増加量を推定する式を提案した. 得 られた成果は将来の合理的な震度予測手

法の開発に繋がるものである. 
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1. はじめに

 地震動が震源特性 ・伝播経路特性. サイ ト特性で

構成されていることは良く知られている. 強震動予

測にあたっては, これ らの総合特性として観測され

た地震動の統計的な解析からその大きさを経験的に

得ようとする方法と, 各特性を個別に評価して行な

う方法(そ の主たるものに断層モデルに基づく強震

動予測手法)が ある. これらの強震動予測手法の現

状と将来展望については香川ら1)に詳細にまとめら

れている. 前者の方法としては最大加速度あるいは

最大速度の距離減衰式例えば2)～4)や応答スペクトルの

距離減衰式例えば5)による方法がある. この方法は既

往地震による平均的な地震動強度を見るには便利な

方法である. しかし, 固有の震源特性 ・伝播経路特

性 ・サイト特性が反映されないため, 兵庫県南部地

震における 「震災の帯」のような現象を説明するこ

とはできない. これに対して後者の方法は多くのパ

ラメータを必要とし, またそれを適切に設定するの

はやや困難であるが, 固有の震源特性. 伝播経路特

性 ・サイ ト特性を考慮した合理的な方法である. 昨

今ではこの方法の工学的適用を試みる研究が行われ

るようになり例えば6), 特に兵庫県南部地震以降は実

務にも適用されるようになってきた7),8). また, 社

団法人土木学会の土木構造物の耐震基準等に関する

第二次提言9)で は,「内陸活断層によるレベル2地

震動は, 活断層を同定するとともに, その震源メカ

ニズムを想定することにより定めることを基本とす

る. 」とされており, 今後, 特に重要構造物の耐震設

計用入力地震動の作成などに際しては, 断層モデル

に基づく方法を用いることが主流となるものと思わ

れる. 

 重要構造物の耐震設計用入力地震動を作成するこ

とのほか, 行政の被害想定や地域防災計画の立案な

どに対しては, 震度を予測することも重要なテーマ

である. 従来行われてきた震度予測においては距離

減衰式を基本とするものが多い. 震度の距離減衰式

については, Kawasumiに よる先駆的な研究10)や こ

れにサイ ト特性に関わる補正項を加えた式11),12)な

どがある. 松岡・翠川13)は第三紀ないしそれ以前の
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地盤の丘陵地(せ ん断波速度が640m/s程 度)を 対象

とした最大速度の距離減衰式に, 深さ30mま での地

盤の平均せん断波速度から得られる最大速度の増幅

度を考慮し, さらに最大速度と震度の関係を用いて

震度分布を求めている. 

 これらの距離減衰式は統計解析に基づいており, 

固有の震源特性 ・固有の伝播経路特性. 固有のサイ

ト特性を考慮したものではない. 一方, 大阪府では

地震被害想定にあたり, 府域に影響を及ぼす危険性

がある断層として5つ の断層を抽出し, 断層モデル

に基づく強震動予測手法を用いて地震動シミュレー

ションを行ない, 得られた波形より震度を算出しそ

の分布を求めている14). この大阪府の検討は固有の

各特性を考慮したものであるが, 多大な労力を要す

ること, 対象地域によっては各特性を設定すること

が困難な場合があること, といった短所がある. 

 そこで, 固有の震源特性 ・伝播経路特性 ・サイ ト

特性を考慮して合理的かつ比較的簡便に震度を予測

する手法の開発が望まれる. この手法を開発するた

めには, 

・地震規模や断層破壊伝播の指向性(Directivity)と

 いった:震源特性および伝播経路特性から地震基盤

 (せん断波速度が35km/s程 度以上)で の震度を

 予測する手法
・サイ ト増幅特性による震度の増加量を予測する手

 法

を開発する必要がある. 

 本研究では後者のサイ ト増幅特性による震度の増

加量を予測する手法の開発を目的とした検討を行な

う. サイ ト増幅特性と震度増加量の関係を検討した

事例としては, アンケート震度調査結果に基づくも

の12),15)や国土数値情報を利用したもの16)がある.

これらの研究では表層地質に着目し, 表層地質毎の

平均的な震度増加量を検討している. 本研究では, 

サイトの増幅スペクトルと震度増加量の関係に着目

し, 地震基盤に対する震度増加量を推定する手法に

ついて検討する. 

 まず, 検討対象地点において観測記録から得られ

た各サイトの増幅スペクトルを示す. 続いて, サイ

ト増幅スペクトルと震度増加量の関係を数値解析的

手法および観測記録を用いた経験的な手法を用いて

検討する. さらに, アンケー ト震度調査により得ら

れたサイ ト増幅特性を示す指標とサイ ト増幅スペク

トルの関係について検討を行なう. 最後にこれらの

検討結果を踏まえ, サイト増幅特性による震度の増

加量の推定手法を提案する. 

2. 大阪府域のサイ ト増幅スペク トル

 鶴来ら17)は, 関西地域の地震観測点を対象に観測

記録から震源特性および伝播経路特性を取り除く方

法18)を用いて, 地震基盤(せ ん断波速度が3. 5km/s

程度以上)に 対するサイ トの増幅スペクトルを求め

ている. 解析対象とした地震観測点は関西地震観測

研究協議会(以 下 「関震協ネット」と称す)お よび

独立行政法人 ・防災科学技術研究所による強震ネッ

ト19)(以下, 「K-Net」と称す)の 観測点である. こ

のうち本研究に用いる大阪府域の19観 測点(関震協

ネットが10観 測点, K-Netが9観 測点)の 位置を図

一1に示す. なお, OSK006(K.Net)で は解析可能な

地震数が1地 震しかないため除外されている. 

 得られた地震基盤に対する増幅スペクトルを図. 

2に 示す. 図中, 太線が平均値, 細線が平均値±標

準偏差である. 各図左上には観測点名を, その右隣

には解析に用いた地震数を示した. 観測記録のSN

比から, 結果の有効周波数範囲は関震協ネットでは

0.1ないし0.2～10Hz, K-Netで はほぼ0.4～10Hzで

あり, この周波数範囲のみを示した. 得られた結果

は対象地点の地盤状況と整合し, また1次 元重複反

射理論による増幅特性とも概ね調和的であった17). 

図一1 検討対象地点の位置

(●: 関震協ネット, ▲: K-Net)
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図一2 検討対象地点のサイト増幅スペクトル(太 線: 平均値, 細線: 平均値±標準偏差)
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3-震 度増加量推定式

 計測震度1は, 加速度観測波形にフィルター処理

やベクトル合成処理を施した後, 最終的にKawasun

の考え方10)に基づいて次式より算出される20). 

I=21og(MaxO3[a0(t)])+0.94 (1)
ここに, 00(f)はフィルター処理やベクトル合成を施

した後の加速度時刻歴, Mox0.3[・]は継続時間0. 3秒

を考慮した最大振幅20)を表す. つまり, 計測震度は

基本的に 「波形の振幅が10倍 大きくなると震度が2

大きくなる」性質を持つ. 

 ここでサイ ト増幅特性による震度の増加量を考え

る. サイトに入射する地震動の複素フーリエスペク

トルを5ω, サイ トの複素増幅スペクトルをGω と

すると, 入射波による計測震度Zoお よび地表面にお

ける計測震度11はそれぞれ. 

to=2loglMaxo.3I1rH(f)S(f)e2mftdfII+0.94 (2)

11=21ogIMaxo.3l1LH(f)G(f)S(f)e2m1tdf11+0.94

(3)

となる. ここに, H(f)は計測震度を求める際に用い

られるフィルター, fは虚数単位を表す. ただし, ベ

クトル合成は考慮していない. I1をG(f)か ら求めら

れるスカラー量G4を 用いて近似する. すなわち, 

h21ogJMaxo3IGA1ITH(f)s(f)e2m1dfII+0.94

(4)

と考える. 演算Max0.3[・]の 非線形性が強くないと

仮定すれば, サイ ト増幅特性による震度増加量d1

とスカラー量G4の 間には

dl=11-102logGA (5)

なる関係が成立することが期待される. ここで, G4

として, G(t)のある周波数範囲(f1≦f≦f2)に おける

絶対値の平均を用いる[式(6)].

(6)

本研究では, 数値解析的検討, 観測記録を用いた

経験的検討, アンケー ト震度調査に基づく検討によ

り式(5)の震度増加量dlを 評価する. 一方, G4に つ

いては着目する周波数範囲により数多くの値が得ら

れるが, このうち式(5)の関係を最もよく説明する周

波数範囲を決定する. 

4. 数値解析的検討

(1)解析概要

本章では, 数値解析を行うことにより式(4)のよう

な近似が可能かどうかについて検討し, 増幅スペク

トルの平均を求める際の最適な周波数範囲を検討す

る.

サイ ト増幅特性による震度増加量をd7Nとすれば, 
ま(5)脂 い

(7)

なる関係が得られることが期待できる. ここに, bN

は本来ゼロであるべきであるが, 近似精度の指標の
一つとして, ここでは未知数として扱う. dlNは地表

面における計測震度11と 地震基盤への入射波の計測

震度z0の 差であり, 11は入射波のフーリエスペクト

ルに増幅スペクトルIG(f)1を乗じ, これを逆変換して

得られる地表面波から求める. 

式(6)の着目周波数範囲f1, f2を仮定すれば, 検討

対象地点kに 対してG4(k)とdIN(k)の組が得られるの

で, 次式に示す残差の平方和;

(8)

を最小にす る係数bNが 求まり, この時のDNの 値が

得 られる(図 一3). こ こに,

n: 検 討対象地点数

G4(k): 地 点kの サイ ト増幅スペク トルのある周波

数範囲における平均値[式(6)]

d1N(k): 地点kに おける震度増加量

である. 式(6)の 着 目周波数範囲f1, f2を 変 化させて

図一3 サイ ト増幅スペクトルの平均値と

震度増加量の関係の一例
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上述の演算を行ない, DNが 最 も小さくなる周波数範

囲を求める. 

 検 討対象地点は図-1に 示した19観 測点であり, 

そ のサイ ト増幅スペク トルは図一2に 示す特性であ

る. 本研究ではサイ ト増幅スペク トルと震度増加量

の平均 的な 関係 を求 めることを主眼 としてお り, 

lG(f)1としてその平均値(図 一2中 太線)を 用いた. 

 サ イ ト増 幅スペ ク トル の着 目周 波数範 囲f1は

0.4Hz～9.9Hzの 範 囲を, f2は0.5Hz～10Hzの 範囲を

ともに0.1Hz刻 み で設定 した. そ の組み合わせは

4,656通 りとなる. ここで, 下 限値の0.4Hzお よ び上

限値の10Hzは サ イ ト増幅スペク トルのSN比 か ら判

断 した有効周波数範囲の下限値および上限値に対応

している. 

入 射波 と して岩盤相 当サイ トにお ける観測波お

よび人工地震波 を用いた. 観 測波は, 1998年4月

22日20時32分 に滋賀 ・岐阜県境 を震央 として発生

した震源深さ10km, 気 象庁マグニチュー ド5.4の 地

震のDIGに お ける水平方向2成 分の観測記録であ り,

解 析には最大振幅を100cm/s/sに 基準化 した波形を

用 いた. (以下,「 入射波1」,「 入射波2」 と称す).

ここで, DIGは 京 都大学により設置された, 京都府

南部の風化岩上の観測点である. 人工地震波は統計

的グ リー ン関数重ね合わせ法6)に より作成 した. 対

象 とした断層は長 さ ・幅ともに20kmの 横 ずれ断層

とした. 断 層面積 との関係式21)か ら得 られる地震

モーメン トは7.6×1018N・mで あ り, これ はモーメン

トマ グニチュー ド6.5に 相 当す る. 応 力降下量は

10MPa, アス ペ リテイは考慮せず一様破壊 とした. 

また, 高域遮断周波数fmax22)を10Hzと し, Booreに

よ る高域遮断フィルター23)[式(9)]を 用 いた. 

(9)

ここで, 5=4で ある. 地震動の計算地点は断層中央

から断層直交方向に20kmの 地点である. 乱数の初

期値を変え, 10波 作成した(以 下,「入射波3」 ～

「入射波12」と称す). 入射波の一例を図-4に 示す. 

 最適周波数範囲の決定にあたっては, 各入射波の

残差平方和DNの 平均値DN[式(10)]を 着目周波数

範囲毎に求め, これが最小となる周波数範囲を最適

解とした. 

(10)

ここで, N1は 入 射波の数(12波), DN(1)はJ番 目の

入射波 に対する残差平方和である. また, 式(7)のbN

につ いて も式(11)に よ りその平均値bNを 求めた. 

(11)

ここで, bN(1)はJ番 目の入射波に対するbNで ある. 

(2)最適周波数範囲の平均的な値

4,656通 りの周波数範囲に対して残差平方和の平

均値DNを 求め, その小さいものから順に並べた. 

その結果を表一1に示す. 解析では0.1Hz刻 みで着目

周波数f1, f2を 設定したが, 細かい周波数刻みで検

討することの必然性・優位性が認められなかったた

め, 表一1では1Hz以 下については0.1Hz刻 みで, 

1Hz以 上については0.5Hz刻 みで抽出し, 上位にラ

ンクされた周波数範囲のみを示した. なお, 第1位

についてはこの基準にとらわれず抽出した. また同

表では,

図一4 解析に用いた入射波の一例

(1)加速度波形(上: 入射波2, 下: 入射波4)

(2)加 速 度 フー リエ ス ペ ク トル

(□: 入射 波2, 0: 入射 波4)
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・4,656通 りの組み合わせの うち, DNの 小 ささが

上位何位および上位何%に あたるのか

着 目周波数範囲f1, f2

・残 差平方和の平均値DN

・bNの 平均値bN

を示 した. これよ り, 上位 にランクされ る周波数範

囲は下限値力が0.4～0.7Hz, 上 限値f2が6.0～8.0Hz

程度 である ことがわかる. また, DNが 最 小となる

最適周波数範囲は0.4～7.2Hzで あ るが, 上位4位 に

相 当す る0.4～7.0Hzに 対す るDNは0.4～7.2Hzに 対

するそれ とほぼ同等であることがわかる. 

 周 波数範囲0.4～7.0Hzが 各 入射波で残差平方和の

小ささの何位に相当するかを表-2に 示す. こ こで, 

各入 射波の最適周波数範囲 と0.4～7.0Hzの2つ の周

波数範囲で震度増加量d1Nと サイ ト増幅スペク トル

の平均値G4の 関係 に有意な差があるかどうか を検

討する. 図-5は そ の一例 として入射波2に ついて

d1NとG4の 関係を示 した ものである. bNが 最 小と

なる周波数範囲(0.4～7.0Hz)は 入 射波2に 対 して

は593位(上 位12.74%に 相 当)で あるが, この入射

波の最適周波数範囲(0.9～8.8Hz)に お ける 〃Nと

G4の 関係 と1地 点を除けば有意な差が認め られない

表一1 残差平方和の平均値DNが

 小 さい周波数範囲

表一2 着目周波数範囲0.4～7.0Hzの

 各入射波での順位

図-5 サイ ト増幅スペクトルの平均値(G4)と 数値解析的検討による震度増加量(dZN)の 関係(入 射波2)

(a) 0.9-8.8Hz (b) 0.4-7.0Hz
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ことがわかる. 入射波2以 外の入射波についても0.4

～7. 0Hzの 周波数範囲は上位10%以 内に入っており, 

各入射波の最適周波数範囲におけるDINとG4の 関係

と遜色なく評価できることが表-2か らわかる. 

 以上の数値解析的検討の結果, サイト増幅スペク

トルの0.4Hz～7.0Hzに 着目すると, この平均値と震

度増加量との相関が最も良いことが明らかとなった. 

5. 観測記録を用いた経験的検討

(1)解析概要

 本章では観測記録を用いた経験的な手法により, 

サイト増幅特性と震度増加量の関係について検討を

行なう. 

 検討の対象地点は図一1に示した19観 測点であり, 

対象地震は表-3に 示した6地 震である. このうち3

地震は近畿地方で発生した近距離地殻内地震(No. 1, 

No. 3, No. 6), 2地 震は近畿地方で発生したスラブ内

地震(No. 2, No. 4), 1地震は遠距離地殻内地震(No. 5, 

2000年 鳥取県西部地震)で ある. 同一の地震でも各

観測点までの震源距離はそれぞれ違うので, 伝播経

路特性が異なる. そこで, 以下に示す2つ の方法を

用いて伝播経路特性の補正を行なった上で, その震

度増加量を算出した. 

<Method 1>

(1)震度1の 距離減衰特性が式(12)で 近似できるもの

として, 最小2乗 法を用いてその係数o, わを地震

毎に求める. 

1=0log(X)+b (12)

 ここで, Xは 震源距離(km)で ある. 係数o, bを

 求めるにあたり, No. 5の 地震を除く5地 震につい

 ては検討対象地点のみを用いた. 一方, No. 5の 地

震の検討対象地点における震源距離は200～

220kmに 集中している. 係数o, bの 値を適切に決

 定するためには, 震源距離が短い地点でのデータ

 を加えて距離の幅広い分布に対して減衰特性を求

める必要がある. そこで, 震源距離が数km～

200kmの データを補充するためにK-Netの 観測点

 を加え, 計292地 点のデータを用いて係数o, b

 を求めた. 

(2)観測点のうち岩盤相当の観測点を基準点とし, 各

 観測点における震度Itarよ りこの基準点距離xfef

 における震度xtarを求める(図 一6参照).

Zf0f=0l09(Xref)+b' (13)

 ここで, bは 式(12)に示した平均的な震度の距離

 減衰特性と同じ傾きαを持ち, 対象観測点での震

 度Xtarを通る直線の1切 片である. 

(3)震度xtarと基準点における震度菊 の差を取る. こ

れが震度増加量d1Eで ある.

d1E=1fm-1ref (14)

<Method2>

(1)観測点のうち岩盤相当の観測点を基準点とし, こ

の地点での伝播経路特性T(f)refと各観測点での伝

播経路特性7(f)tarを求める. なお, T(1)は内部減衰

や散乱減衰を示すg値 による減衰と幾何減衰を考

慮して得られる[式(15)].

(15)

ここで, f: 周 波数(Hz)

 X: 震 源距離(cm)

 g(1): み か け減衰を示すg値

 β: 地 震 基盤のせん断波速度(cm/s)

で ある. g値 は, No.5の 地 震については式(16)に

示 す特性24)を, これ以外の地震 については式(17)

に示す特性17)を 用 いた. そ れぞれの特性は順に, 

近 畿地方で発生 した遠距離地震, 近 畿地方で発生

表一3 検討に用いた地震

D: 震源 深さ(km), MfJ: 気 象庁マグニチュー ド

図一6 震度 の補 正方 法(Method 1)
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した近距離地震の観測記録から求めた特性であり, 

今回の検討対象地震の震源距離と概ね対応してい

る. また, βは通常35～4.5km/sで あり25), ここ

では3.6km/sを 用いた. 

Q(f)=181.9f78 (16)
Q(f)=63.81100 (17)

(2)伝播経路特性の比 αを次式により求める.

(18)

(3)各観測点での観測波形のフーリエ変換値に(2)より

 得られた伝播経路特性の比 αを乗じ, これを逆変

 換することにより伝播経路特性を補正した波形を

 得て, この震度xtarを求める.

(4)震度Xtarと基準点における観測記録の震度菊 の差

 を取る. これが震度増加量dIEで ある.

dlE=tar-ref (19)

Method 1は 地震毎に伝播経路特性を求めそれを用

いて補正しているのに対して, Method2で は近畿地

方の平均的な伝播経路特性を用いて補正している

という違いがある. なお, 基準点はいずれの手法と

もにNo. 1～No. 5の 地震についてはDIG, No. 6の 地

震についてはSMYと した. これらはいずれも京都

大学により設置された, 京都府南部の風化岩上の観

測点である. 

 式(14)あ るいは式(19)よ り得 られた震度増加量

d7Eとサイ ト増幅スペクトルのある周波数範囲(f1≦

f≦f2)に おける平均値G4と の間には, 第4章 と同

様, 

(20)

なる関係が成立することが期待される. 地震毎に検

討対象地点のG4とdIEの データの組が得られるので, 

これによって残差平方和DE[式(21)]を 得ることが

可能である. 

(21)

ここで, 

π: 検討対象地点数

G4(k): 地点kの サイト増幅スペクトルのある周波

 数範囲における平均値

 d1E(k): 地点kに おける震度増加量

である.

 着目周波数を仮定すればDEを 最小にするbEを 求

めることができる. 着目周波数範囲f1, f2は第4章

の検討と同様4,656通 りの組み合わせで検討した. 

最適周波数範囲の決定にあたっては, 各地震の残差

平方和DEの 平均値DE[式(22)]を 着目周波数範囲

毎に求め, これが最小となる周波数範囲を最適解と

した. 

(22)

ここで, N2は 対 象地震数(6地 震), DB(1)はJ番 目の

地震に対する残差平方和である. また, 式(20)のbE

につ いて も式(23)に よ りその平均値beを 求めた.

(23)

ここで, bE(1)はJ番目の地震に対するfeで ある.

(2)最適周波数範囲の平均的な値

4,656通 りの周波数範囲に対して残差平方和の平

均値DEを 求め, これが小さいものから順に並べた. 

その結果を表一4および表一5に示す. その際, 細か

い周波数刻みで検討することの必然性 ・優位性が認

められなかったため, 第4章 と同様の基準で抽出し, 

上位にランクされた周波数範囲のみを示した. なお, 

第1位 についてはこの基準にとらわれず抽出した. 

また同表では, 
・4,656通りの組み合わせのうち, DEの 小ささが

上位何位および上位何%に あたるのか

・着目周波数範囲西, 乃

残差平方和の平均値DE
・beの平均値be

を示 した. Deが 最小となる最適周波数範囲は.

Method1: 0.4～7.5Hz, Method2: 0.4～8.0Hz(0.4～

7.9Hzが 上位1位 であるが, Deが ほぼ同等である

ので上位3位 の0.4～8.0Hzを 採用)と なり, ほぼ同

じ周波数範囲であった. また, 上位にランクされる

周波数範囲は両手法ともに, 下限値f1が0.4～0.8Hz

程度, 上限値f2が7.0～8.5Hz程 度となっている.

 この2つ の最適周波数範囲が各地震で残差平方和

の小ささの何位に相当するかを表一6お よび表一7

に示す. これよりNo. 1, No. 2, No. 4の3地 震につい

てはいずれの手法を用いても上位5%以 内に相当し

ており, かつ順位の差はあまりなく, 補正方法によ

る差異はさほど見られない. また, No. 3とNo. 5の

地震についてはいずれの補正手法を用いても, この

周波数範囲は適切ではないことがわかる. この原因

については第7章 で検討する. No. 6の 地震について

はMethod1で は152位(上 位3.26%に 相当)で ある

のに対して, Method2で は580位(上 位12.46%に 相

当)で あり, 補正方法による差異がやや顕著である. 
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これはNo.6の 地震は式(15)お よび式(17)で表現さ

れる伝播経路特性とは異なる特性を有する地震で

あったことを示唆するものである. このことから, 

以下の検討ではMethodlに よる結果を用いる.

(3)地震毎の最適周波数範囲

Method1に よる地震毎の最適周波数範囲を以下に

示す. 

No. l: O.4-7.2Hz No. 2: 0.4-9.2Hz

No. 3: 1.9-8.7Hz No. 4: O.9-7.6Hz

No. 5: O.5-2.5Hz No. 6: 1.2-7.5Hz

これより, No. 1の地震については, 残差平方和の平

均値DEが 最小となる周波数範囲(0.4～7.5Hz)と

ほぼ同じ周波数範囲が最適範囲であることがわかる. 

No. 2の 地震については上限値がやや高周波数側に, 

No. 4お よびNo. 6の 地震については下限値がやや高

周波数側にずれていることがわかる. ここで, 各地

震の最適周波数範囲と0.4～7.5Hzの2つ の周波数範

囲で震度増加量d1Eと サイ ト増幅スペクトルの平均

値G4の 関係に有意な差があるかどうか検討する. 

図一7はその一例としてNo. 2の 地震についてdlBと

G4の 関係を示したものである. DEが 最小となる周

波数範囲(0.4-7.5Hz)はNo. 2の 地震に対しては169

位(上 位3.63%に 相当)で あるが, この地震の最適

周波数範囲(0.4～9.2Hz)に おけるdIEとG4の 関係

と有意な差が認められないことがわかる. No. 1, No. 4,

No. 6の 地震についても同様に, 0.4～7.5Hzの 周波数

範囲は上位5%以 内に入っており, 各地震の最適周

波数範囲におけるdlEとGAの 関係と遜色なく評価で

きることが表一6か らわかる. 

表-4 残差平方和の平均値DBが 小さい

周波数範囲(Method 1)

表一5 残差平方和の平均値DEが 小さい

周波数範囲(Method2)

表-6 着 目周波 数 範 囲0.4～7.5Hzの

 各 地 震 で の順位(Method 1)

表 一7 着 目周 波 数範 囲0.4～8.0Hzの

 各 地震 で の 順位(Medlod2)
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 以上の経験的検討の結果,「サイ ト増幅スペクト

ルの0.4Hz～7.5Hzに 着目すると, その平均値と震度

増加量との相関が良い.」と言える. なお, No.3お

よびNo. 5の 地震については, 残差平方和の平均値

DEが 最小となる周波数範囲(0.4～7.5Hz)と 大き

く異なる周波数範囲が最適解となったが, これにつ

いては第7章 で検討する. 

6. アンケー ト震度調査結果 に基づく検討

(1)解析概要

 鶴来ら26}は1995年 兵庫県南部地震の大阪府域を

対象としてアンケート震度調査27)を実施し, 詳細な

震度分布および見かけのサイ ト増幅特性を評価して

いる. アンケート震度は約1.1km× 約0.9kmの メッ

シュ毎に整理されており, 各メッシュにおけるサイ

ト増幅特性を示す指標41gは アンケー ト震度と 「標

準震度」との差で表現される.「標準震度」とは, 断

層破壊伝播による指向性(Direcdvity)の 影響を含ん

だ震源特性と府内全域の平均的な伝播経路特性を考

慮した, 各メッシュで想定される標準的な震度であ

る. 得られたサイ ト増幅特性指標△1Gを図一8に示す. 

「標準震度」より大きい, すなわちサイ ト増幅特性が

大きい地域が沖積層や埋立地に広がっており, 洪積

層や山地部で 「標準震度」より小さい, すなわちサ

イ ト増幅特性が小さいという結果であった. 

 本章では, 第2章 で示したサイ ト増幅スペクトル

とアンケート震度調査に基づくサイ ト増幅特性指標

41Gと の相関性の検討を行なう. 第4章 と同様, サ

イ ト増幅スペクトルのある周波数範囲(fi≦f≦f2)

における平均値G4と アンケー ト震度調査によるサ

イ ト増幅特性指標41sの 間には,

(24)

なる関係が成立することが期待 される. 検 討対象地

点のG4と41Gの データを基に式(24)中 の係数5Ω や

平均的相関関係 との残差平方和DG[式(25)]を 得 る

ことが可能である.

図-7 サイ ト増幅スペクトルの平均値(GA)と 経験的検討による震度増加量(d1E)の 関係(No. 2の 地震)

(a) 0.4-9.2Hz (b) 0.4-7.5Hz

図-8 ア ンケート震度調査から得られた

 サイ ト増幅特性指標(41Ω)
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(25)

ここで, 

 n: 検 討対象地点数

 G4(k): 地 点kの サイ ト増幅スペク トルのある周波

 数 範囲における平均値

 4Ig(k): 地 点kが 含まれるメッシュにおけるアン

 ケー ト震度調査 によるサイ ト増幅特性指

 標

である. 

 検 討対象地点は図. 1に 示 した19観 測 点の うち

CHY(関 震 協ネッ ト)を 除いた18観 測点である. 

CHYが 含 まれるメッシュではアンケー ト調査の有

効調査票数が3枚 未満であったために, ア ンケー ト

震度の集計がな されておらず, 検 討対象か ら除外 し

た. サ イ ト増幅スペク トルの着 目周波数範囲f1, f2

は第4章 の検討 と同様に4,656通 りの組み合わせで

検討 した. 

(2)解析結果

4,656通 りの周波数範囲に対 して式(24)中 の係数

bgお よび平均的相関関係との残差平方和Deを 算出

し, そ の小さいものから順 に並べた. この結果を表-

8に 示す. そ の 際, 細 か い周波数範囲で検討す るこ

との必然性 ・優位性が認め られなかったため, 第4

章 と同様の基準で抽出し, 上 位にランクされた周波

数範囲のみを示 した. なお, 第1位 につ いてはこの

基準にとらわれず抽出 した. また同表では, 

・4,656通 りの組み合わせのうち, Deの 小 ささが

 上位何位および上位何%に あたるのか. 

・着目周波数範囲f1, f2

・残 差平方和De

・式(24)中 の係数bg

を示 した. 着 目周波数範囲を

 (a)0.4～9.1Hz(第1位, 上位0.02%)

 (b)0.4～9.0Hz(第3位, 上位0.06%)

 (C)0.6～8.5Hz(第46位, 上 位0.99%)

 (d)0.9～8.0Hz(第140位, 上 位3.01%)

 (e)1.0～7.5Hz(第235位, 上 位5.05%)

 (f)1.5～7.0Hz(第446位, 上 位9.58%)

と した場合のサイ ト増幅スペク トルの平均値G4と

サイ ト増幅特性指標41gの 関係を図-9に 示す. (a)

お よ び(b)は 最 適周波数範囲およびそれ に準ずるも

の として, (c)～(f)はDgが 小 さい方から概ね1%, 

3%, 5%, 10%程 度 にランクされる周波数範囲として

選んだ. これよ り,

・上位5%程 度 に相当する周波数範囲[(e)1.0～7.5

Hz: 235位, 上位5.05%に 相当]で は平均的相関

 関係との差がさほど大きくなく, 最適周波数範囲

[(a)0.4～9.1Hz]と 比較しても遜色がないこと. 

 特に, 第3位 にランクされる(b)0.4～9.0Hzで は最

 適周波数範囲とほぼ同等であること. 
・上位10%程 度に相当する周波数範囲[(e)1.5～7.0

 Hz: 446位, 上位9.58%に 相当]で は, 平均的相

 関関係との差がやや大きいこと. 

が判る. 

以上より, 
・サイト増幅スペクトルの0.4Hz～9.0Hzに 着目す

 ると, その平均値と震度増加量の相関が良いこと. 
・Dgが 小さい上位5%程 度以内の周波数範囲であれ

ば, その周波数範囲におけるサイト増幅スペクト

ルの平均値と震度増加量は比較的相関が良いこと.

が明らかとなった.

7. サイ ト増幅特性 に基づく震度増加量推定手

法の提案

(1)総合的な最適周波数範囲の抽出と震度増加量推

 定式

 本章では第4章 から第6章 の結果を踏まえ, サイ

ト増幅特性から震度増加量を推定する手法を提案す

る. 

 数値解析的検討・経験的検討(Method1に よる結果

を採用)・アンケー ト調査結果に基づく検討の結果, 

最適周波数範囲としてそれぞれ以下の周波数範囲を

表-8 残差平方和Dgが 小さい周波数範囲
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得た. 

・数値解析的検討: 0.4～7.0Hz

経 験 的検討: 0.4～7.5Hz

ア ンケー ト調査結果に基づく検討: 0.4～9.0Hz

着 目周波数範囲の下限 を示すf1は, これ らの検討で

すべて0.4Hzと な っている. 一 方, 上 限 を示すf2は,

3っ の検 討結果で若干の違いがある. 数値解析的検

討の結果を示 した表一1を 見ると, 上 位に6.0～8.0Hz

が な らび, 7.5Hzま で 上げても結果に大差がないこ

とがわかる. 経験的検討の結果を示 した表-4で は,

上位は7.0, 7.5, 8.0Hzで 占められている. アンケー ト

調査結果に基づく検討結果を示した表一8で は上位

を8.5～10.0Hzが 占め, 明らかに他の検討結果より

高周波数の影響が強いことがわかる. この原因は, 

震度の定義の違いである可能性がある. すなわち, 

アンケー ト震度は計測震度に較べて高周波数領域の

成分に敏感であることを示唆するものであると考え

られる.

これらの周波数範囲が各検討において何位にラン

クされているかを表-9に 示す. これより, 

図 一9 サ イ ト増 幅 ス ペ ク トル の 平均 値(G4)と ア ンケー ト震度 調 査 か ら得 られ る

 サ イ ト増 幅特 性指 標(△19)の 関係(logG4=△Ie+b9)

(a) 0.4-9.1Hz (b) 0.4-9.0Hz (c) 0.6-8.5Hz

(d) 0.9-8.0Hz (e) 1.0-7.5Hz (f) 1.5-7.0Hz

表一9 各検討による最適周波数範囲の順位

b*: 式(7)に お け るbN, 式(20)のbE, 式(24)のbqの 値
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・0.4～7.0Hzの周波数範囲はアンケート調査結果に

 基づく検討による順位が上位5%を 越え, 比較的

 良くない. 
・0.4～9.0Hzの周波数範囲は数値解析的検討による

 順位が上位5%を 越え, 比較的良くない. 
・0.4～7.5Hzは数値解析的検討 ・経験的検討のいず

 れも上位1%以 内であり, アンケー ト震度調査結

 果に基づく検討でも上位5%以 内に入っている. 

ことがわかる. 以上の理由により, 本論文では最適

な着目周波数範囲として0.4～7.5Hzを 採用する. こ

の周波数範囲におけるサイ ト増幅スペクトルの平均

値をG40.4-7.5とすれば, この平均値と震度増加量の

関係はそれぞれの検討毎に以下の式で示される. 

数値解析的検討:

(26)

すなわち, 

dIN=21ogGAu4+0.096 (27)

経験的検討:

(28)

すなわち, 

dlE=21ogGAu4-0.112 (29)

アンケー ト震度調査結果に基づく検討:

(30)

すなわち, 

dlQ=21ogGAO.4-7.5-1.158 (31)

数値解析的検討による震度増加量推定式[式(27)]

と経験的検討によるそれ[式(29)]を 比較すると, 

数値解析的検討による震度増加量が0.21程 度大きく

推定されることがわかる. これは, 数値解析的検討

ではせん断波速度が3.5km/s程 度以上の地震基盤に

対する震度増加量であるのに対して, 経験的検討で

はDIGやSMYと いった風化岩上の地震観測点に対

する震度増加量であることに起因すると考えちれる. 

DIGに おける地震基盤に対する震度増加量を式(27)

より算出すると0.22と なり, 先の数値解析的検討に

よる震度増加量推定式と経験的検討によるそれの差

(0. 21)と ほぼ対応している. なお, アンケー ト震

度調査ではアンケート震度の平均的距離減衰傾向と

アンケー ト震度との差を震度増加量と定義しており, 

数値解析的検討や経験的検討による式との比較はで

きない. 

 さらに, 増幅の無い地点では震度の増加はないこ

とを考えると, bNは ゼロであるはずである. したが

って式(27)は本来

dIN=21ogGAO.4-7.5 (32)

であるべきと考えられる. たとえば表. 6か らもわか

るように, 本検討の精度から考えて震度0.1の 差は

地震毎の誤差に十分包含される. 

 以上のことから, 「サイ ト増幅スペクトルの0.4～

7.5Hzの 範囲の平均値と震度増加量の相関が良く, 

震度増加量は式(32)により推定できる」と結論づけ

られる. なお, 参考までに式(32)よ り得られる検討

対象地点における震度増加量を表-10に 示す. 

(2)震度増加量推定式の適用限界

経験的検討(第5章)に おいて, No. 3お よびNo. 5

の2地 震に対しては0.4～7.5Hzと いう周波数範囲で

は震度増加量を良く表現できないことが明らかとな

っている. 最後にこの原因について検討する. 図一10

にNo. 3お よびNo. 5の 地震のABNに おける観測記

録のフーリエスペクトルを示す. 比較のため, No. 6

表一10 検討対象地点における震度増加量(d1)

図-10 加速度フー リエスペクトルの比較
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の地震のスペクトルも示した. No. 6の 地震はこの周

波数範囲で震度増加量を良く表現できた地震である. 

No. 6の 地震については, この周波数範囲内(0.4～

7.5Hz)に ピークを持つことがわかる. これに対して, 

No. 3の地震のスペクトルは7Hz程 度にピークを持ち, 

0.4～7.5Hzの周波数領域ではNo. 6の地震のスペクト

ルに対して約10分 の1程 度の大きさであることが

わかる. これはこの地震が比較的小規模(MJ=4.0)

であり, 低周波数成分が震源から射出されないため

である. 一方, No. 5の 地震(2000年 鳥取県西部地震)

は遠距離地震であり, その伝播経路の過程で高周波

数成分が大きく減衰しているため, 着目周波数範囲

より低周波数側にピークを有していることがわかる. 

これらの傾向はABN以 外の観測点についても同様

に見られる. 

 以上のことから, 0.4～7.5Hzの 範囲に地震動のス

ペクトルがピークを持たないような遠距離地震や近

距離小規模地震に対しては, 提案する震度増加量推

定式は適用が困難であると言える. しかし, このよ

うな地震では震度が小さいので, 防災的な利用を考

えると実用上問題はないと考えられる. 

8. おわ りに

 本研究ではサイト増幅スペクトルと震度増加量の

関係について数値解析的な検討, 観測記録を用いた

経験的な検討およびアンケー ト震度調査結果に基づ

く検討を行った. これらの検討結果を踏まえ, 総合

的に判断した結果,「サイト増幅スペクトルの0.4～

7.5Hzに 着目した場合, その平均値と震度増加量の

相関が良いこと」が明らかとなり, この平均値から

サイ トにおける震度増加量 凄 を推定する以下の式

を提案した.

dl=21ogGA0.4-7.5

ここで, G(f)は対象地点のサイト増幅スペク トルで

ある. この提案式は工学上重要となる近距離の比較

的規模の大きな地震に対しては十分適用可能である. 

遠距離地震や近距離小規模地震に対して適用するの

は困難であるが, このような地震では震度が小さく, 

防災的な利用を考えると実用上問題はないと考えら

れる. 

得られた成果は将来の合理的な震度予測手法の開

発に繋がるものであると考えられる. なお, 地震基

盤における合理的な震度予測手法の開発は今度の課

題である. 
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 (20028. 30受 付)

A METHOD TO ESTIMATE SITE EFFECTS ON SEISMIC INTENSITY 

 BASED ON AMPLIFICATION SPECTRA

Masato TSURUGI, Sumio SAWADA, Masakatsu MIYAJIMA, 

 and Masaru KITAURA

 It is well known that seismic ground motions are characterized by source, path and site effects. In order to 

estimate seismic intensity taking into account those effects, we propose a method to estimate site effects on seismic 

intensity based on site amplification spectra. Numerical and empirical analyses are performed to examine the 

relationship between site amplification spectra and increments of seismic intensity which is obtained from simulated 

motions, observed motions and questionnaire survey. It is clarified that the increments of seismic intensities can be 

evaluated by average values of site amplification spectra from 0.4Hz to 7.5Hz. 
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